
◎地震防災対策特別措置法の一部を改正する法律 
（平成二八年三月三一日法律第二〇号）（衆）   

一、提案理由（平成二八年三月二二日・衆議院本会議） 

○野田聖子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、提案の趣旨及びその内

容を御説明申し上げます。 

 地震防災対策特別措置法は、阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、平成七年六月に、地

震による災害から国民の生命、身体及び財産を保護するため、地震防災緊急事業五カ年

計画の作成及びこれに基づく事業に係る国の財政上の特別措置等について定めることに

より、地震防災対策の強化を図り、もって社会の秩序の維持と公共の福祉の確保に資す

ることを目的として、災害対策特別委員会の提出により制定されたものであります。 

 本法に基づき、各都道府県においては、地震防災緊急事業五カ年計画を定め、施設等

の整備等を鋭意進めてきたところであります。しかしながら、日本各地で地震が多発し、

また、首都直下地震等の発生が懸念されている現状に鑑みれば、地震防災対策のなお一

層の充実強化を図る必要があります。 

 これまで、本法における国庫補助率のかさ上げ等に係る規定につきましては、五年ご

とに延長を行ってまいりました。現在、その期限は、本年三月三十一日までとなってお

ります。 

 本案は、地震防災対策特別措置法の実施の状況に鑑み、地震防災緊急事業に係る国の

負担または補助の特例等の措置に係る規定の有効期限を平成三十三年三月三十一日まで

さらに五年延長する改正を行おうとするものであります。 

 以上が、本法律案の提案の趣旨及びその内容であります。 

 本案は、去る十八日の災害対策特別委員会において、内閣の意見を聴取した後、全会

一致をもって成案と決定し、これを委員会提出法律案とすることに決したものでありま

す。 

 何とぞ議員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

二、参議院災害対策特別委員長報告（平成二八年三月三一日） 

○長沢広明君 ただいま議題となりました法律案につきまして、災害対策特別委員会に

おける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、地震防災対策の強化を図るために制

定された地震防災対策特別措置法の実施の状況に鑑み、地震防災緊急事業に係る国の負

担又は補助の特例等の措置の有効期限を平成三十三年三月三十一日まで五年間延長する

措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、提出者衆議院災害対策特別委員長より趣旨説明を聴取した後、

採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 以上、御報告申し上げます。 



 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


